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1. 業務目的 

原子力規制委員会では、環境放射能の全国水準調査や原子力施設周辺の環境放射線モニ

タリングを実施している。また、地方自治体、事業者、研究機関等においても、様々な環境

放射線モニタリングを実施している。これらモニタリングの信頼性を確保するためには、標

準的な分析･測定法マニュアルを技術の進展に合わせた形で整備しておく必要がある。 

このため、本事業では、我が国の環境放射能分野における標準的な分析･測定法マニュア

ルである「放射能測定法シリーズ」について、最新の技術や東京電力福島第一原子力発電所

事故の経験等を踏まえ、優先度の高いものから順次改訂を行う。 

 

2. 実施期間  

令和 6 年 7月 8日～令和 7年 3月 31 日 

 

3. 業務内容 

本業務の内容は次のとおり。 

(1) 「不確かさ」及び「品質保証」について新規策定案の検討等 

「不確かさ」及び「品質保証」について、新たに測定法シリーズを策定するために必要

な検討を行う。また、令和 6 年度の本事業で作成した「放射能測定法シリーズ No.2 放射

性ストロンチウム分析法」、「放射能測定法シリーズ No.25 放射性炭素分析法」及び「放

射能測定法シリーズ No.26 ヨウ素 129 分析法」の改訂案の該当部について、必要な検討

を行い、改訂案を修正する。 

(2) 「放射能測定法シリーズ No.6 NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメータ機器分析法」

の改訂案の検討 

「放射能測定法シリーズ No.6 NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメータ機器分析法」

を改訂するために必要な検討を行う。また NaI(Tl)以外のシンチレータにも適用可能なス

ペクトロメトリーによる分析法とする。 

(3) 「緊急時における放射性ストロンチウム分析法」の改訂案の修正 

平成 28 年度の本事業で作成した「緊急時における放射性ストロンチウム分析法」の改

訂案について、国際原子力機関（以下、「IAEA」という。）から正式に放射性ストロンチウ

ム迅速分析法（土壌及び海水）の報告書が公表された際には、引用箇所等を含めて改訂案

の修正について検討を行う。 

(4) 専門的知見を持つ有識者からの意見の聴取 

外部専門家や地方公共団体のモニタリング関係者等の専門的知見を持つ有識者で構成

される「放射能測定法シリーズ改訂検討委員会（以下、「改訂検討委員会」という。）」を

設置し、マニュアルの改訂内容の検討等を行う。 
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4. 「不確かさ」及び「品質保証」について新規策定案の検討等 

4.1 「不確かさ」及び「品質保証」について新規策定案の検討 

「不確かさ」及び「品質保証」について新たに測定法シリーズを策定するため、環境放射

線モニタリング技術検討チーム（以下、「技術検討チーム」という。）会合での議論を踏まえ、

必要な検討を行った。検討結果は 4.1.1 及び 4.1.2 のとおり。 

 

4.1.1 基本方針 

「不確かさ」及び「品質保証」について新規策定案の基本方針を次のように定めた。 

・ISO/IEC 17025（試験所及び校正機関の能力に関する一般要求事項を定めた国際規格）

を指標に原案を策定する。特に、ISO/IEC 17025 のうち技術的な要求事項に沿った内容

を中心に記す。 

・「平常時モニタリングについて（原子力災害対策指針補足参考資料）」1においては、

ISO/IEC 17025 の考え方に沿った品質保証の内容が含まれることから、当該内容を包含

するように原案を策定する。 

・「不確かさ」については、“測定の信頼性を示す国際的に共通な尺度である”ことを記載

し、各マニュアルにおける不確かさの項の前提となる概説を記す。 

 

4.1.2 目次案 

「不確かさ」及び「品質保証」について新規策定案の目次案を次のように定めた。 

 

〔タイトル案〕 

環境放射能分析における品質保証 

 

〔目次案〕 

序論 

第 1章 放射能分析における品質保証体制 

第 2章 リソースに関する品質保証 

2.1 要員 

 2.2 施設及び環境条件 

 2.3 機器・設備等 

 2.4 計量トレーサビリティ 

第 3章 プロセスに関する品質保証 

 3.1 方法の選定、検証及び妥当性確認 

 3.2 技術的記録 

 3.3 測定における不確かさの評価 

 3.4 検出下限値 

 3.5 結果の妥当性の確保 

 3.6 結果の報告 

 3.7 データの管理及び情報マネジメント 

 3.8 記録の管理 

付録（用語の解説等） 

参考文献 

 

 
1 原子力規制庁監視情報課:平常時モニタリングについて（原子力災害対策指針補足参考資料）（令和 3 年 12 月

21 日改訂） 
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4.2 「放射能測定法シリーズ No.2 放射性ストロンチウム分析法」、「放射能測定法シリーズ

No.25 放射性炭素分析法」及び「放射能測定法シリーズ No.26 ヨウ素 129 分析法」の改

訂案の検討及び作成 

4.2.1の基本方針に基づき、「放射能測定法シリーズ No.2 放射性ストロンチウム分析法」、

「放射能測定法シリーズ No.25 放射性炭素分析法」及び「放射能測定法シリーズ No.26 ヨ

ウ素 129 分析法」の改訂案の解説「不確かさの評価例」について、検討及び修正を行った。 

 

4.2.1 基本方針 

改訂検討委員会及び技術検討チーム会合での議論を踏まえて、次の方針によりマニュア

ル改訂案の解説「不確かさの評価例」を修正した。 

 

〔３冊共通〕 

・冒頭文に不確かさの「歴史」、「評価が求められる機会・メリット」、「国内の環境放射線モ

ニタリングにおける方向性」を記載した。また、冒頭文に記載する内容は不確かさの概

論までとし、不確かさの計算に係る内容は新たに作成した節「不確かさ評価の基本」に

移動した。 

・「不確かさをどこまで採用すべきか」等、ユーザーが実施すべき作業を明確化した。また、

「特性要因図（フィッシュボーン図）」より「バジェットシート（表）」の方が不確かさの

要因の整理方法として理解されやすく、実運用に即したものであるため、「フィッシュ

ボーン図」を削除し、「バジェットシート」を用いる手順に変更した。また、「バジェット

シート」は、３冊子で同一の様式を用いることとした。 

・「重要なのは、寄与の大きい不確かさの要因を確実に評価すること」、「寄与の小さい要因

を含めて全ての不確かさの要因を評価しようとすることは現実的ではない」、「不確かさ

の要因の全てを測定ごとに評価する必要はない」等、不確かさの選択方法を記載した。 

・桁丸めの考え方及び注意点を記載した。 

・「計数の統計による不確かさ」について、試料及びバックグラウンド試料の計数に関する

情報を記載した。 

・３冊子間の記載の整合性がとれるように修正した。 

・解説「不確かさの評価例」の修正作業において決定された記載ルールに則り、マニュア

ル改訂案全体を修正した。 

 

〔放射能測定法シリーズ No.2 放射性ストロンチウム分析法〕 

・「減衰補正による不確かさ」は無視できるほど小さいため、必ずしも評価する必要はない

こととし、測定ごとに評価する不確かさの要因から除外した。 

・「検量線の不確かさ」の差異が最終的な不確かさに与える影響は無視できるほど小さいた

め、機器調整や条件変更等がない限り、必ずしも測定ごとに評価する必要はないことと

し、測定ごとに評価する不確かさの要因から除外した。 

 

〔放射能測定法シリーズ No.25 放射性炭素分析法〕 

・「減衰補正による不確かさ」は無視できるほど小さいため、必ずしも評価する必要はない

こととし、測定ごとに評価する不確かさの要因から除外した。 

 

〔放射能測定法シリーズ No.26 ヨウ素 129 分析法〕（Ⅰ.放射化学分析法） 

・「回収率の不確かさ」について、「放射能測定法シリーズ No.2 放射性ストロンチウム分

析法」の記載との整合性を考慮し、当該箇所を修正した。 

・「検量線の不確かさ」の差異が最終的な不確かさに与える影響は無視できるほど小さいた

め、機器調整や条件変更等がない限り、必ずしも測定ごとに評価する必要はないことと

し、測定ごとに評価する不確かさの要因から除外した。 
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4.2.2 マニュアルの構成 

マニュアル改訂案（別冊 1～3）の解説「不確かさの評価例」を修正した。構成は次のとお

りである。 

 

(1) 「放射能測定法シリーズ No.2 放射性ストロンチウム分析法」改訂案（別冊 1） 

 

〔改訂案の構成〕 

解説 C 不確かさの評価例 

C.1 不確かさ評価の基本 

C.2 不確かさの評価手順 

C.3 不確かさの計算手順の例 

 

(2) 「放射能測定法シリーズ No.25 放射性炭素分析法」改訂案（別冊 2） 

 

〔改訂案の構成〕 

解説 B 不確かさの評価例 

B.1 不確かさ評価の基本 

B.2 不確かさの評価手順 

B.3 不確かさの計算手順の例 

 

(3) 「放射能測定法シリーズ No.26 ヨウ素 129 分析法」（別冊 3） 

 

〔改訂案の構成〕 

Ⅰ.放射化学分析法 

解説 A 不確かさの評価例 

A.1 不確かさ評価の基本 

A.2 不確かさの評価手順 

A.3 不確かさの計算手順の例 
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5. 「放射能測定法シリーズ No.6 NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメータ機器分析法」

の改訂案の検討 

「放射能測定法シリーズ No.6 NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメータ機器分析法」改

訂案作成のため 5.1 及び 5.2 の検討を行った。検討にあたり、東京電力福島第一原子力発電

所事故での経験を踏まえて、「緊急時モニタリングについて（原子力災害対策指針補足参考資

料）」2を中心とした緊急時モニタリングの現状に沿う内容となるように留意した。 

 

5.1 マニュアル改訂に係る情報収集 

「放射能測定法シリーズ No.6 NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメータ機器分析法」に

関する現状調査について、地方自治体に対するアンケート調査及び現地調査（ヒアリング）、

メーカーに対する測定器等の製品情報の収集、並びに文献調査を行った。アンケート調査対

象を表 5-1 に、現地調査（ヒアリング）対象機関及び日程を表 5-2 に示した。 

 

表 5-1 アンケート調査対象 

調査対象機関名 

北海道原子力環境センター 愛知県環境調査センター 

北海道原子力環境センター札幌分室 三重県保健環境研究所 

青森県原子力センター 滋賀県衛生科学センター 

岩手県環境保健研究センター 京都府保健環境研究所 

宮城県環境放射線監視センター 大阪健康安全基盤研究所 

秋田県健康環境センター 兵庫県立健康科学研究所 

山形県衛生研究所 奈良県景観・環境総合センター 

福島県環境創造センター 和歌山県環境衛生研究センター 

福島県環境創造センター環境放射線セン

ター 

鳥取県危機管理部・生活環境部原子力環

境センター 

福島県環境創造センター福島支所 島根県原子力環境センター 

茨城県環境放射線監視センター 岡山県環境保健センター 

栃木県保健環境センター 
広島県立総合技術研究所 保健環境セン

ター 

群馬県衛生環境研究所 山口県環境保健センター 

埼玉県環境科学国際センター 徳島県立保健製薬環境センター 

千葉県環境研究センター 香川県環境保健研究センター 

東京都健康安全研究センター 愛媛県原子力センター 

神奈川県衛生研究所 高知県衛生環境研究所 

新潟県放射線監視センター 福岡県保健環境研究所 

富山県環境科学センター 佐賀県環境センター 

石川県保健環境センター 長崎県環境保健研究センター 

福井県原子力環境監視センター 熊本県保健環境科学研究所 

山梨県衛生環境研究所 大分県衛生環境研究センター 

長野県環境保全研究所 宮崎県衛生環境研究所 

岐阜県保健環境研究所 鹿児島県環境放射線監視センター 

静岡県環境放射線監視センター 沖縄県衛生環境研究所 

 

 

 

 

 
2 原子力規制庁監視情報課:緊急時モニタリングについて（原子力災害対策指針補足参考資料）（令和 6 年 3 月

21 日改訂） 
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表 5-2 現地調査（ヒアリング）対象機関及び日程 

調査対象機関名 調査日程 

JA ふくしま未来そうま地区営農企画課 令和 6 年 9 月 11日 

福島県農林水産部環境保全農業課 令和 6 年 9 月 12日 

ミリオンテクノロジーズ・キャンベラ株式会社 令和 6 年 10 月 9日 

中間貯蔵・環境安全事業株式会社 中間貯蔵管理センター 令和 7 年 1 月 30日 

アロカ株式会社 令和 7 年 2 月 6日 

応用光研工業株式会社 令和 7 年 2 月 10日 

富士電機株式会社 令和 7 年 3 月 5日 

 

 情報収集した結果を、付属資料 Aに示した。 

 

5.2 基本方針 

 調査結果と改訂検討委員会及び技術検討チーム会合での議論を踏まえ、改訂の基本方針を

次のとおり決定した。 

・事故後の利用状況を踏まえ、利用者のニーズに沿って実際に役立つ「標準的な測定法」

の改訂案を作成する。（昭和 49 年制定の現測定法は、実際の運用には即していなかった

部分があった。） 

 

5.3 目次案 

改訂案の目次案を次のとおりとした。 

 

〔目次案〕 

序論 

第１章 NaI(Tl)スペクトロメータの測定原理 

 1.1 γ線と物質との相互作用 

 1.2 シンチレーションスペクトロメータ 

 1.3 γ線スペクトル解析 

第２章 NaI(Tl)スペクトロメータによる測定 

 2.1 機器と管理 

 2.2 測定試料の調製 

 2.3 試料の測定 

第 3章 データ解析と評価 

 3.1 測定結果の解析 

 3.2 放射能濃度の計算 

 3.3 スクリーニング 

 3.4 精度管理 

解説 

 ・利用例 

 ・その他の解析手法 

 ・NaI(Tl)以外のシンチレーション検出器 

参考文献 
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6. 「緊急時における放射性ストロンチウム分析法」の改訂案の修正 

平成 28 年度の本事業で得られた「緊急時における放射性ストロンチウム分析法」の改訂案

について、IAEA から放射性ストロンチウム迅速分析法（土壌及び海水）に関する文書が正式

に公表された際には、引用箇所を含めて改訂案の修正について検討を行うこととなっている。

令和 6 年度末現在、IAEA から当該文書は公開されていないが、「緊急時における放射性スト

ロンチウム分析法」の改訂案に記載の分析方法と国外の環境放射能分析専門家ら3の方法とを

比較し、使用している試薬や細かい条件は一部異なるが、分析工程は同等であることを確認

した。 

「緊急時における放射性ストロンチウム分析法」の改訂案の修正についての検討は、次年

度以降に持ち越される見込みである。 

  

 
3 J.A. Corcho-Alvarado, R. Gosteli, S. Röllin, H. Sahli, M. Stauffer, M. Burger: Determination of 

strontium radioisotopes in routine and emergency samples, Appl. Radiat. Isot., 186, (2022) 
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7. 専門的知見を持つ有識者からの意見の聴取 

改訂検討委員会を 4回開催し、本事業における実施内容等について審議を行った。 

 

7.1 委員構成 

改訂検討委員会の委員構成は次のとおり。 

（敬称略） 

氏 名 所属及び職名 

中村 尚司 
国立大学法人東北大学 

名誉教授 

大野  剛 

学習院大学 

理学部化学科 

教授 

桑原 雄宇 
茨城県環境放射線監視センター 

主任研究員 

城野 克広 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

工学計測標準研究部門 データサイエンス研究グループ 

研究グループ長 

神  俊雄 
青森県原子力センター 

分析課長 

永岡 美佳 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

福島廃炉安全工学研究所 安全管理部 安全管理課 

課長 

松原 昌平 
公益財団法人原子力安全研究協会 

技術顧問 
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7.2 委員会の開催 

改訂検討委員会は対面と Web 会議との併用開催とした。各改訂検討委員会の開催日時、出

席者及び議題を次に示す。 

なお、それぞれの委員会の議事要旨については、参考資料 Aに示した。 

 

第 1 回放射能測定法シリーズ改訂検討委員会 

開催日時 令和 6年 8月 9日（金） 13:25～14:50 

開催形式 Microsoft Teams による Web 併用開催 

出席者 中村委員長、桑原委員、神委員、永岡委員、松原委員 

議題 （1）令和 6年度放射能測定法シリーズ改訂事業について 

（2）「品質保証」及び「不確かさ」に係る新規策定案の検討等について 

（3）「NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメータ機器分析法」改訂案の検

討について 

（4）その他 

第 2 回放射能測定法シリーズ改訂検討委員会 

開催日時 令和 6年 10 月 31 日（木） 13:28～15:08 

開催形式 Microsoft Teams による Web 併用開催 

出席者 中村委員長、大野委員(Web)、桑原委員、城野委員、神委員、永岡委員、 

松原委員(Web) 

議題 （1）「品質保証」及び「不確かさ」に係る放射能測定法シリーズの新規策定

案について 

（2）「放射性ストロンチウム分析法」、「放射性炭素分析法」及び「ヨウ素

129 分析法」の改訂案について 

（3）「NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメータ機器分析法」改訂案の検

討について 

（4）その他 

第 3 回放射能測定法シリーズ改訂検討委員会 

開催日時 令和 6年 12 月 9日（月） 13:25～15:20 

開催形式 Microsoft Teams による Web 併用開催 

出席者 中村委員長、大野委員、桑原委員、城野委員、神委員、永岡委員、 

松原委員 

議題 （1）「放射性ストロンチウム分析法」、「放射性炭素分析法」及び「ヨウ素

129 分析法」の改訂案について 

（2）品質保証に係る放射能測定法シリーズの新規策定案について 

（3）「NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメータ機器分析法」改訂案の検

討について 

（4）その他 
第 4 回放射能測定法シリーズ改訂検討委員会 

開催日時 令和 7年 2月 27 日（木） 13:30～15:00 

開催形式 Microsoft Teams による Web 併用開催 

出席者 中村委員長、大野委員(Web)、桑原委員、城野委員(Web)、神委員、 

永岡委員、松原委員 

議題 （1）「放射性ストロンチウム分析法」の改訂案について 

（2）「放射性炭素分析法」の改訂案について 

（3）「ヨウ素 129 分析法」の改訂案について 

（4）今後の業務の進め方について 

（5）その他 
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付属資料 A 「放射能測定法シリーズ No.6 NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメータ機器

分析法」改訂に係る現状調査結果 

 

〔アンケート調査結果〕 

 
  



 

11 

 

〔ヒアリング結果〕 

1.JA ふくしま未来そうま地区営農企画課 

 
  

件名
測定法シリーズNo.6「NaI(Tl）シンチレーションスペクトルメー

タ機器分析法」に係る情報収集

実施日 令和6年9月11日（水）13時30分～15時50分

実施場所
①JAふくしま未来 そうま地区 営農企画課

②JAふくしま未来 鹿島営農センター

No 質問事項 ご回答

1

NaI(Tl）シンチレーション検出器を用いた放射能検査について、

測定試料の受領から検査結果の報告までの検査フローはどのよ

うになっておりますでしょうか。

（スクリーニングレベル超過米袋の確認）

検体リストの作成（JA）→県に詳細検査（地域協議会）を申請→検査

日程調整（県）→検査日の連絡（JA）→検体の採取（JA）→検体受

取り

（野菜）

営農センターへ電話して検査予約→検査日の前日に洗う→野菜を細か

く刻む（フードプロセッサー）わらなどはハサミで刻む→検査→ビ

ニール袋に入れて営農センターへ結果返送→農家さん受領

2 検査対象は何でしょうか。（農畜水産物、品目等）
穀類、麦、野菜（カボチャ、キュウリ、ミニトマト、タマネギ、そら

まめ、オクラ、アスパラガス）等、葉物（小松菜）、果樹（梨）、土

3 月別及び年間の検査数をお教えください。

1月:2点、2月:14点、3月:2点、4月:7点、5月:12点、6月:9点、

7月:7点、8月:1点、9月:87点、10月:862点、11月:17点、12月:7点

年間:1,027点

4 検査の対象核種は何でしょうか。 I-131、Cs-134、Cs-137、K-40

5
NaI(Tl）シンチレーション検出器を用いた放射能検査における合

否判定の基準値をお教えください。

25Bq/kg以内（検出下限値）

検査結果を再生協議会→福島県（農林事務所、県庁）報告

6
基準値を超えた放射能が検出された場合の対応についてお教え

ください。
検査結果通知→地域協議会→福島県（農林事務所、県庁）

7
参照している指針又は公定法（マニュアル等）をお教えくださ

い。

日立アロカメディカル株式会社のマニュアル

米の全量全袋検査の手引き（県水田畑作課）

8 検出器及び解析プログラムのメーカーをお教えください。 アロカ株式会社

9
測定室（検査場所）の環境についてお教えください。また、温

湿度等の管理基準がありましたら合わせてお教えください。
10℃～32.5℃、湿度80％以下

10
検出器の点検（日常点検、メーカーによる点検等）の頻度及び

点検項目についてお教えください。

扶桑電通株式会社（宮城県仙台市青葉区大町1-1-30）

年に3日間（直近では1月15日、16日、17日）

11 検査体制（人員等）についてお教えください。

分析サンプル（1kg）を専用のビンに1kgの詰替え作業をして検査を

行う。検査は10分～15分ほどで、測定後に検査値や重量などの入力

を行う。機械操作や入力が必要なことから常時1名待機している。
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2.福島県農林水産部環境保全農業課 

 
 

別紙資料 1 

 
 

 

 

 

件名
測定法シリーズNo.6「NaI(Tl）シンチレーションスペクトルメー

タ機器分析法」に係る情報収集

実施日 令和6年9月12日（木）9時30分～10時45分

実施場所
福島県庁舎

福島県農林水産部環境保全農業課

No 質問事項 ご回答

1
NaI(Tl）シンチレーション検出器を用いた放射能検査の検査体制

（組織）についてお教えください。
別紙資料1、2、3、4

2
測定試料の受領から検査結果の報告までの検査フローはどのよう

になっておりますでしょうか。

〇試料採取：県普及指導員（一部、生産者等）

〇試料の測定：県普及指導員（検査結果の報告：県普及指導員→生産者

等）

3 検査対象は何でしょうか。（農畜水産物、品目等） 農林水産物、土壌、堆肥など

4 月別及び年間の検査数をお教えください。 別紙資料5、6

5 検査の対象核種は何でしょうか。 セシウム134、セシウム137

6
NaI(Tl）シンチレーション検出器を用いた放射能検査における合

否判定の基準値をお教えください。
別紙資料7

7
基準値を超えた放射能が検出された場合の対応についてお教えく

ださい。
別紙資料2、7

8
参照している指針又は公定法（マニュアル等）をお教えくださ

い。
厚生労働省「食品中の放射性セシウムスクリーニング法」
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別紙資料 2 

 
 
別紙資料 3 
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別紙資料 4 
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別紙資料 5 

 
 

別紙資料 6 
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別紙資料 7 
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3.ミリオンテクノロジーズ・キャンベラ株式会社 

 
  

件名
測定法シリーズNo.6「NaI(Tl）シンチレーションスペクトルメー

タ機器分析法」に係る情報収集

実施日 令和6年10月9日（水）13時30分～

実施場所 ミリオンテクノロジーズ・キャンベラ株式会社

No 質問事項 ご回答

1
NaI(Tl）シンチレーション検出器の標準的な性能及び機器構成例

をお教えください。

分解能：7%(Cs-137 662 keV) - 2×2 in

              7.5%(Cs-137 662 keV) - 3×3 in

エネルギー範囲：30 keV ～ 3 MeV

温度安定性：-20 ℃ ～ 50 ℃の温度範囲で ± 2% (標準) 以内のゲ

イン安定性

（メーカーカタログより）

2
推奨する測定室環境をお教えください。

（温湿度等の管理の必要性、また、必要な場合はその推奨値）

温湿度とも安定しているのが望ましい。特に温度補償型でない

場合は温度変化に影響を受ける。

スクリーニング目的の場合は屋外に近いところで使われるた

め、温度補償型を推奨する。

3
ユーザーが行うことを推奨する点検項目とその頻度をお教えく

ださい。

例えばスクリーニング用CAN-OSP-NAIではゲイン調整及びKCl

線源（KCl試薬）を用いてK-40の定量。

定量値の基準はV-11容器を用いて±20%以内。

4
NaI(Tl）シンチレーション検出器を用いたγ線スペクトロメト

リーに対応した解析プログラムをお教えください。
Genie2000が対応している。

5 スクリーニング用の解析プログラムをお教えください。

震災後、アロカにOEMとして検出器システムを提供した。

解析プログラムはGenie2000ベースで関数適合でCs-134とCs-

137を分離可能。しかし関数適合では低濃度の試料ではばらつき

が大きくなること、スクリーニング目的のため安全側の評価が

求められることからROIで計算する仕様に変更された。

スクリーン目的の場合、正確な定量値より安全側に評価した結

果が求められる。

基準値より上か下かを評価するため、下限値は計算しない。

効率はISOCSで求め、効率込みで販売している（ユーザーは効率

を求めない）。

自己吸収：密度違いの効率を用いて内挿して求める。

サム補正：実験値を固定値とした。

6
独自の測定システムがあればご紹介ください。

（平常時、スクリーニング用等）

・フードセーフ：30kgの米袋のスクリーニングに使用。超大型

NaI検出器。

・あんぽ柿セーフ：あんぽ柿のスクリーニングに使用。専用設

計の直方体NaI結晶。

・TRUCKSCAN：フレコンバック等の測定
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4.中間貯蔵・環境安全事業株式会社 中間貯蔵管理センター 

 
  

件名
測定法シリーズNo.6「NaI(Tl）シンチレーションスペクトルメー

タ機器分析法」に係る情報収集

実施日 令和7年1月30日（木）14時00分～15時00分

実施場所 中間貯蔵・環境安全事業株式会社 中間貯蔵管理センター

No 質問事項 ご回答

1
土壌及び廃棄物の受け入れに際して、スクリーニング検査等は

実施されていましたでしょうか。

測定依頼時、高濃度と思われるものに対しては、表面線量率を

測定

2
スクリーニング検査を実施されていた場合、検査の目的及び判

定基準をお教えください。

高濃度（8,000Bq/kg超）か否かを判断。

土壌の搬入はほぼ終わっており、現在、スクリーニングは行っ

ていない。帰還困難区域の土壌がまだ残っているが、現在搬入

は行われていない。

3
スクリーニング検査を実施されていた場合、検査の対象核種を

お教えください。
放射性Cs

4

スクリーニング検査を実施されていた場合、実施方法及び使用

された放射能検出器をお教えください。また、検出器の管理基

準をお教えください。

NaI(Tl)シンチレーションサーベイメータ

5
参照している指針又は公定法（マニュアル等）をお教えくださ

い。

放射能濃度等測定方法ガイドライン（環境省）

環境放射能測定法シリーズ（規制庁）

6

分析施設においてはNaI(Tl）シンチレーション検出器ではなく

Ge検出器を使用しているとのことですが、Ge検出器を選択した

理由をお教えください。

Ge半導体検出器は優れた分解能を持っているため

2台保有

相対効率は25％と35％、マリネリ容器を使用、測定時間は2,000

秒と3,000秒

7
現在の土壌及び廃棄物（焼却灰）の測定試料数をお教えくださ

い。（1日あたり、1か月あたりなど）

5~10試料/月（河川低質、区域内土壌等）

周辺環境への影響監視のため

8

地下水監視モニタ・放流水監視モニタではNaI(Tl)シンチレー

ションスペクトロメータを使用しているとのことですが、使用

方法（解析方法）をお教えください。

放流水の連続監視のため設置

メーカーは富士電機及び応用光研

基準値を超えた場合はGeで測定しているが、Bi-214(609 keV)が

原因。(NaIではCs-137の解析領域にピークが重なっているため)

9
分析施設の検出器及び監視モニタのNaI検出器などの機器の管理

基準をお教えください。

（Ge半導体検出器）

毎日：チャネル確認、週：BG測定、月：性能検査（分解能、相

対効率）、年：メーカーによる点検

10
今後想定している測定対象とその放射能濃度がありましたらお

教えください。
土壌の再生利用にあたり、αβの測定を外部にて実施中。
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5.アロカ株式会社 

 
  

件名
測定法シリーズNo.6「NaI(Tl）シンチレーションスペクトルメー

タ機器分析法」に係る情報収集

実施日 令和7年2月6日（木）14時00分～

実施場所 アロカ株式会社

No 質問事項 ご回答

1
NaI(Tl）シンチレーション検出器の標準的な性能及び機器構成例

をお教えください。

・結晶サイズ：φ50.8mm×50.8mm

・PMT：φ50.8mm

・エネルギー分解能：8%以下(137Cs)

・MCA：1000ch

・防水防塵：なし

---JDC-1912---

・フルスケール：0.1/0.5/1/2/3/5MeV

・測定エネルギー範囲：5～100keV/5keV～500keV/10keV～

1MeV/20keV～2MeV/30keV～3MeV/50keV～5MeV

・計数効率：0.1s-1/Bq以上 137Cs 10keV～1MeV

・環境条件 +5℃～+35℃ 45%RH～80%RH

・機器構成例 検出器＋表示部＋プリンタ(オプション)

・遮蔽体：鉛3cm

2
推奨する測定室環境をお教えください。

（温湿度等の管理の必要性、また、必要な場合はその推奨値）
・環境条件 +5℃～+35℃ 45%RH～80%RH

3
ユーザーが行うことを推奨する検出器の点検項目とその頻度を

お教えください。

使用前点検(ユーザー点検)

・バックグラウンド測定

・必要に応じてエネルギーキャリブレーション(HV設定)

4
スクリーニングを主目的とした測定システムがございましたら

ご紹介ください。
ありません。

5
独自の測定システムがあればご紹介ください。

（平常時、スクリーニング用等）
ありません。

6
解析法の参照されている公定法または文献等をお教えくださ

い。（平常時、スクリーニング用等）
ありません。
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6.応用光研工業株式会社 

 
  

件名
測定法シリーズNo.6「NaI(Tl）シンチレーションスペクトルメー

タ機器分析法」に係る情報収集

実施日 令和7年2月10日（月）午後

実施場所 応用光研工業株式会社

No 質問事項 ご回答

1
NaI(Tl）シンチレーション検出器の標準的な性能及び機器構成例

をお教えください。

・エネルギー分解能等の規格はJIS Z 4321(1995)に準拠。

・エネルギー分解能測定時の標準的な機器構成

 高圧電源、リニアアンプ、ADCモジュール、ビン電源、及び

 Cs-137標準線源。

・JISではφ3"×L3"以下のサイズのシンチレータの固有分解能が

 9%以下(光電子増倍管の分解能寄与分として1%引いた値)と

 なっているが、当社は光電子増倍管と組み合わせた状態

 (φ3"×L3"以下＋光電子増倍管)で9%以下としている。

2
推奨する測定室環境をお教えください。

（温湿度等の管理の必要性、また、必要な場合はその推奨値）

NaI(Tl)及び光電子増倍管の使用温度の上限は50℃。NaI(Tl)は急激

な温度変化は避ける。（1℃/3分以下）

例 微量放射能測定装置(FNF-401)の場合

・周囲温度：10℃～35℃

・周囲湿度：85%以下。結露なきこと。

但し、温度補償プローブの場合は、周囲温度：5℃～45℃。

3
ユーザーが行うことを推奨する検出器の点検項目とその頻度を

お教えください。

・NaI(Tl)シンチレーション検出器の場合は、エネルギー分解能

 が一つの目安になる。（最低1回/年程度を推奨）

・使用前30分以上の通電。

・システムの場合は、Cs-137等によるピーク確認。

 (使用前。午前及び午後の2回程度推奨)

4
スクリーニングを主目的とした測定システムがございましたら

ご紹介ください。

・微量放射能測定装置(FNF-401)→カタログ参照。

・サンプルチェンジャ付微量放射能測定装置(FNF-411)→カタロ

 グ参照。

5
独自の測定システムがあればご紹介ください。

（平常時、スクリーニング用等）
特になし。

6
解析法の参照されている公定法または文献等をお教えくださ

い。（平常時、スクリーニング用等）

測定法シリーズNo.6「NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメータ

機器分析法」昭和49年発行

ベースライン差し引き法と連続分布差し引き法を参照。



 

24 

 

7.富士電機株式会社 

 
 

添付１ 

 

件名
測定法シリーズNo.6「NaI(Tl）シンチレーションスペクトルメー

タ機器分析法」に係る情報収集

実施日 2025年3月5日

実施場所 富士電機株式会社

No 質問事項 ご回答

1
NaI(Tl）シンチレーション検出器の標準的な性能及び機器構成例

をお教えください。

NaI（Tl）シンチレーション検出器の例として、以下、NaI(Tl)シンチレーション

サーベイメータについて回答します。

【標準的な性能】

添付１参照（NaIシンチレーションサーベイメータの性能）

【機器構成例】

NaI（Tl）結晶‐光電子増倍管ー計測回路（高圧回路含む）ー表示部,記録部

2
推奨する測定室環境をお教えください。

（温湿度等の管理の必要性、また、必要な場合はその推奨値）

【推奨使用環境】

使用環境温度：-10～+40℃、

使用環境湿度：90％以下（結露なきこと）

3
ユーザーが行うことを推奨する検出器の点検項目とその頻度を

お教えください。

【日常点検】

外観確認、汚れ除去、電池残量確認

【保守点検】

1年を目処に137Cs等のチェッキングソースを用いて、幾何条件を同一とした上

で、納品直後の測定値と相対比較する。

4
スクリーニングを主目的とした測定システムがございましたら

ご紹介ください。
・食品モニタ（コメ、牛肉、野菜等）＊震災後に発売したが、現在は廃型

・土壌濃度測定器（中間貯蔵施設向け）

5
独自の測定システムがあればご紹介ください。

（平常時、スクリーニング用等）
特になし

6
解析法の参照されている公定法または文献等をお教えくださ

い。（平常時、スクリーニング用等）
「JAERI-M-91-204 (NaI G関数 Gy,Sv)」を参考にG関数で線量を算出していま

す。但し、G関数そのものは実機に合わせて修正しています。
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〔文献調査結果〕 

1.指針等 

・原子力災害対策指針 

・緊急時モニタリングについて（原子力災害対策指針補足参考資料） 

 

2. マニュアル等 

・食品中の放射性セシウムスクリーニング法, 厚生労働省, 2012 年 3 月 

・緊急時における食品の放射能測定マニュアル, 厚生労働省医薬局食品保健部監視安全課, 

2002 年 3月 

・汚染状況調査方法ガイドライン, 環境省, 2013 年 3 月 

・NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメータによるγ線スペクトロメトリーガイダンス, 

公益財団法人日本アイソトープ協会, 2015 年 

 

3.学術論文、書籍等 

・Travis Smith et al.：Temporal Fluctuations in Indoor Background Gamma Radiation 

Using NaI(Tl), Health Physics Society The Radiation Safety Journal, Vol.114, 360-

372 (2018) 

・Denis Glavic-Cindro et al.：Measurement uncertainty arising from sampling of 

environmental samples, Applied Radiation and Isotopes, 156, 108978 (2020) 

・Travis Smith et al.：Practical Considerations for Gamma Ray Spectroscopy with 

NaI(Tl): A Tutorial, Health Physics Society The Radiation Safety Journal, Vol.114, 

94-106 (2018) 

・M. Pilakouta et al.：A methodology for expanding the use of NaI(Tl) based 

spectrometry in environmental radioactivity measurements, Applied Radiation and 

Isotopes, 139, 159–168 (2018) 

・I.T. Muminov et al.：Application of NaI(Tl) detector for measurement of natural 

radionuclides and 137Cs in environmental samples: new approach by decomposition of 

measured spectrum, Journal of Environmental Radioactivity, 84, 321-331 (2005) 

・J. Lindsay et al.：Low-Fidelity Spectral Analysis Utilizing a Binomial Discriminator 

for Weak-Source Detection Decisions, Health Physics Society The Radiation Safety 

Journal, Vol.116, 727-735 (2019) 

・P. Chiozzi et al.：Laboratory application of NaI(Tl) g-ray spectrometry to studies 

of natural radioactivity in geophysics, Applied Radiation and Isotopes, 53, 127-

132 (2000) 

・T. Yamada et al.：A simple method for activity determination of 134Cs and 137Cs in 

foodstuffs using NaI(Tl) scintillation spectrometer, Applied Radiation and 

Isotopes, 81, 353–355 (2013) 

・Takahiro Yamada et al.：Doublet peak area determination in NaI(Tl) scintillation 

spectrometry using maximum likelihood estimation, Applied Radiation and Isotopes 

87, 407–409 (2014) 

・Le-Le Zhang et al.：Extraction of full energy peak of 137Cs from in situ NaI (Tl) 

gamma-ray spectrum, Nuclear Science and Techniques, 27, 84 (2016) 

・D.J.S. Findlay：Analysis of a gamma-ray spectrum by fitting the second derivative 

of the spectrum in its entirety, Nuclear Inst. and Methods in Physics Research A 

1046, 167708 (2023) 

・L.C. Longoria et al.：Analytical peak fitting for gamma-ray spectrum analysis with 

Ge detectors, Nuclear Inst. and Methods in Physics Research A 334, 543-550 (1993) 

・M. Sohelur Rahman et al.：DECONVOLUTION OF GAMMA-RAY SPECTRA OBTAINED WITH NAI(Tl) 

DETECTOR IN AWATER TANK, Radiation Protection Dosimetry, 135(3), 203–210 (2009) 
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・西沢博志他：アンフォールディング法を用いた NaI シンチレーターによる放射能分析装置, 

Isotope News, 741, 40-44 (2016) 

・Glenn F. Knoll：Radiation Detection and Measurement Fourth Edition, John Wiley & 

Sons, Inc. (2010) 
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参考資料 A 令和 6年度放射能測定法シリーズ改訂検討委員会議事要旨 

 

第 1回から第 4回改訂検討委員会の議事要旨を次に示す。 

 

---------------------------------------------------------------------------------- 

 

令和 6年度 第 1回放射能測定法シリーズ改訂検討委員会議事要旨 

 

1. 日時 令和 6年 8月 9日（金） 13:25～14:50 

2. 場所 東京国際フォーラム ガラス棟 G510 会議室 

（Microsoft Teams による Web 併用開催） 

3. 出席者(敬称略) 

委員長 中村 尚司 国立大学法人東北大学 

委員 桑原 雄宇 茨城県環境放射線監視センター 

 神  俊雄 青森県原子力センター 

 永岡 美佳 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

 松原 昌平 公益財団法人原子力安全研究協会 

 

原子力規制庁 

 

河野係長、大城専門官、齊藤専門官、加藤技術参与 

   

事務局 公益財団法人 日本分析センター 

川原田、太田智、太田裕、新田済、田中、鈴木勝、王、佐野、樫原、 

佐久間、飯田、深谷、須藤、加藤之、清水、松本、平澤、金子 

 

4. 議題 

（1）令和 6年度放射能測定法シリーズ改訂事業について 

（2）「品質保証」及び「不確かさ」に係る新規策定案の検討等について 

（3）「NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメータ機器分析法」改訂案の検討について 

（4）その他 

 

5. 配付資料 

資料 1-1    令和 6年度放射能測定法シリーズ改訂検討委員会 委員名簿 

資料 1-2    令和 6年度放射能測定法シリーズ改訂事業について 

資料 1-3   「品質保証」及び「不確かさ」に係る新規策定案の検討等について 

資料 1-4   「NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメータ機器分析法」改訂案の検討につ

いて 

参考資料 1  令和 6年度放射能測定法シリーズ改訂事業仕様書 
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6. 議事概要 

議事に先立ち、日本分析センター太田裕より、委員の紹介後、本委員会の委員長を中村

委員に依頼した。 

(1) 令和 6年度放射能測定法シリーズ改訂事業について 

事務局より、資料 1-2 に基づき、令和 6年度放射能測定法シリーズ改訂事業について

説明があり、審議の結果了承された。 

① 委員より、「放射性炭素分析法」、「ヨウ素 129 分析法」及び「放射性ストロンチウム分

析法」の改訂案の修正内容について質問があった。事務局より、3 冊の改訂案の修正

箇所は「品質保証」と「不確かさ」の該当部分であり、新規策定案との整合を取る。

また、昨年度は不確かさの評価例を詳細に記載したが、技術検討チーム会合において

「不確かさの要因が多く、どこまで計算に採用するのか検討が必要である」との意見

があったので修正するとの回答があった。さらに委員より、第 2 回委員会(10 月頃開

催)では、3冊の改訂案の修正内容を確認する目的で「品質保証」及び「不確かさ」に

係る新規策定案についても提示してほしいとのコメントがあった。事務局より、新規

策定案についても提示するとの回答があった。 

② 委員より、「緊急時における放射性ストロンチウム分析法」の原案の修正内容と作業ス

ケジュールについて質問があった。事務局より、今年度は最新の IAEA 文書の確認や文

書構成の修正作業といった策定のための準備作業を行うとの回答があった。 

③ 委員より、「品質保証」及び「不確かさ」に係る新規策定案のタイトルと位置づけにつ

いて質問があった。事務局より、タイトルについては検討中であるが決まっていない。

新規に放射能測定法シリーズの一つとするとの回答があった。 

④ 委員及び委員長より、それぞれのマニュアルの審議スケジュールを明確にするようコ

メントがあった。事務局より、次のとおり回答があった。「放射性炭素分析法」、「ヨウ

素 129 分析法」及び「放射性ストロンチウム分析法」については、本年度中に改訂案

を仕上げる。「品質保証」及び「不確かさ」並びに「NaI(Tl)シンチレーションスペク

トロメータ機器分析法」については、本年度は策定案の検討と原案の提示を行い、来

年度に仕上げる。「緊急時における放射性ストロンチウム分析法」については、本年度

は策定の準備を行う。 

 

(2) 「品質保証」及び「不確かさ」に係る新規策定案の検討等について 

事務局より、資料 1-3 に基づき、「品質保証」及び「不確かさ」に係る新規策定案の検

討等について説明があり、審議の結果了承された。 

① 委員より、「品質保証」及び「不確かさ」の新規策定マニュアルは、誰をターゲットに

しているのか質問があった。事務局より、自治体及び事業者が中心であるが、レベル

のばらつきを考慮して、分かりやすい概説を記載するとの回答があった。 

② 委員より、放射能分析についての「品質保証」をポイントに挙げているが、自治体の

業務には放射能分析とモニタリングポストによる測定があるため、モニタリングポス

トによる測定についても策定案に盛り込めないかコメントがあった。事務局より、モ

ニタリングポストによる測定についても記載を検討するとの回答があった。 

③ 委員より、今回の策定で不確かさの評価を示すことにより、今後は地方自治体による

評価方法を計数誤差から不確かさに変更する方針なのか質問があった。事務局より、

不確かさの要因は列挙するが、不確かさ評価は各自治体等が選択できることを明記す

る。また、環境放射能水準調査の精度管理事業の中では 10年以上前より不確かさ評価

にシフトしており、不確かさ評価の実績があるため、その経験を活かして仕上げてい

きたいとの回答があった。 

④ 委員より、品質保証について要員に関する記載があるが、要員が少ない機関もあるの

で考慮してほしいとのコメントがあった。事務局より、要員に関する記載は今後検討

するが、ISO の記載には要員の資格・教育に関する記録を保持する等、自治体では既

に対応している内容である。指標となるような内容を記載するとの回答があった。 

⑤ 委員より、「品質保証」のタイトルを前面に出すとユーザーに重たく捉えられてしまう
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ので、タイトルを検討するようコメントがあった。事務局より、ISO 取得を目的とし

ているのではなく、ISO に基づく不確かさや検出下限値がメインとなり、「品質保証」

をタイトルに用いるかについては検討するとの回答があった。委員長より、「品質保証」

にはトレーサビリティも重要なため、トレーサビリティの記載についても検討が必要

とのコメントがあった。 

 

(3) 「NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメータ機器分析法」改訂案の検討について 

事務局より、資料 1-4 に基づき、「NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメータ機器分

析法」改訂案の検討について説明があり、審議の結果了承された。 

① 委員より、厚生労働省から公表されている NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメー

タ（以下、「NaI」という。）による食品のスクリーニング法は、福島県内での食品検査

において使用実績がある。本改訂マニュアルでは、それらの公表されている手法との

すみわけを行い、対象者や目的を定めるとよい。また、地方自治体での使用実績や技

術面も取り入れて標準的な分析・測定法マニュアルを作成するとよいとのコメントが

あった。事務局より、モニタリング実施機関を主な対象とした標準的なマニュアルを

作成するとの回答があった。 

② 委員より、メーカーの NaI 解析ソフトはブラックボックス的な部分があるので、本改

訂マニュアルには基本的な考え方を記載するとよいとのコメントがあった。事務局よ

り、解析時の原理原則を記載するがどこまで踏み込んだ内容にするかはこれから検討

するとの回答があった。 

③ 委員より、NaI の利用状況調査で「ふくしまの恵み安全対策協議会」を選定した理由

について質問があった。事務局より、「ふくしまの恵み安全対策協議会」の構成団体で

ある福島県内の JA の Web サイトにおいて、NaI を使用した大規模な食品スクリーニン

グの実績を確認できたため選定したとの回答があった。 

④ 委員より、緊急時には、日常的なモニタリング実績のない機関が急遽 NaI を導入した

場合や、市町村によっては住民が持参した試料の測定を継続している機関もあるので、

NaI の日常的な管理を丁寧に記載してほしいとのコメントがあった。また、Ge 半導体

検出器（以下、「Ge」という。）と NaI の両方を所有する機関は多くないため、NaI を

スクリーニングに特化できるのか、さらに緊急時にはバックグラウンドも上昇するこ

とからスクリーニング自体が難しくなると思われるので、Geと NaI の目的別の使い分

けを記載してほしいとのコメントがあった。事務局より、使用実績のない機関が緊急

時に導入する際に参考にできるよう改訂案をまとめ、日常的な機器の運用面について

も記載したいとの回答があった。 

⑤ 委員より、スぺクトロメトリーの観点から、ターゲットとなるのは主に緊急時の放射

性セシウムと思われる。ホールボディカウンタは対象としているのか質問があった。

事務局よりホールボディカウンタは対象としていないとの回答があった。 

⑥ 委員より、LaBr3 等のシンチレータの情報を参考に記載してはどうかとのコメントが

あった。事務局より、シンチレータの種類については情報収集する予定であるとの回

答があった。 

⑦ 委員より、緊急時における NaI によるスクリーニングについては、「緊急時における環

境試料採取法」との整合を取るようコメントがあった。事務局より記載内容を確認す

るとの回答があった。 

 

(4) その他 

事務局より、第 2回委員会は 10 月の開催を予定しており、改訂案の内容や現状調査の

結果についてご審議いただくとの連絡があった。 

 

以上 
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令和 6年度 第 2回放射能測定法シリーズ改訂検討委員会議事要旨 

 

1. 日時 令和 6年 10 月 31 日（木） 13:28～15:08 

2. 場所 東京国際フォーラム ガラス棟 G510 会議室 

（Microsoft Teams による Web 併用開催） 

3. 出席者(敬称略) 

委員長 中村 尚司 国立大学法人東北大学 

委員 大野  剛 学習院大学（Web 参加） 

 桑原 雄宇 茨城県環境放射線監視センター 

 城野 克広 国立研究開発法人産業技術総合研究所 

 神  俊雄 青森県原子力センター 

 永岡 美佳 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

 松原 昌平 公益財団法人原子力安全研究協会（Web 参加） 

 

原子力規制庁 

 

河野係長、大城専門官、齊藤専門官、加藤技術参与 

   

事務局 公益財団法人 日本分析センター 

川原田、太田智、太田裕、新田済、大槻、鈴木勝、王、佐野、樫原、 

佐久間、日比野、今野、深谷、飯田、沈、清水、松本、北村、平澤、 

金子 

 

4. 議題 

（1）「品質保証」及び「不確かさ」に係る放射能測定法シリーズの新規策定案について 

（2）「放射性ストロンチウム分析法」、「放射性炭素分析法」及び「ヨウ素 129 分析法」の

改訂案について 

（3）「NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメータ機器分析法」改訂案の検討について 

（4）その他 

 

5. 配付資料 

資料 2-1    令和 6年度第 1回放射能測定法シリーズ改訂検討委員会議事要旨 

資料 2-2-1 「品質保証」及び「不確かさ」に係る放射能測定法シリーズの新規策定案に

ついて 

資料 2-2-2 「環境放射能分析における品質保証」新規策定案 

資料 2-2-3  (補足資料)「ISO/IEC 17025」と「新規策定案」の対照表 

資料 2-3-1 「放射性ストロンチウム分析法」、「放射性炭素分析法」及び「ヨウ素 129 分

析法」の改訂案について 

資料 2-3-2 「放射性ストロンチウム分析法」改訂案（解説「不確かさの評価例」を抜

粋） 

資料 2-3-3 「放射性炭素分析法」改訂案（解説「不確かさの評価例」を抜粋） 

資料 2-3-4 「ヨウ素 129 分析法」改訂案（解説「不確かさの評価例」を抜粋） 

資料 2-4   「NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメータ機器分析法」改訂案の検討につ

いて 

参考資料 1  令和 6年度放射能測定法シリーズ改訂検討委員会 委員名簿 
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6. 議事概要 

（1）「品質保証」及び「不確かさ」に係る放射能測定法シリーズの新規策定案について 

事務局より、資料 2-2-1～3 に基づき、品質保証に係る新規策提案について説明があり、

審議の結果了承された。 

① 委員より、本マニュアルは「各機関に ISO認定取得を求めるものではない」と認識し

ているが、新規策提案には「ISO 認定取得のためには使えない」との記載があり表現

が少し異なるように感じる。表現方法を検討してほしいとのコメントがあった。事務

局より、記載を検討し、修正するとの回答があった。 

② 委員より、「分析機関」という記載や対象について質問があった。事務局より、「分析

機関等」として地方自治体や事業者等を定義しているので、「分析機関等」に修正する

との回答があった。 

③ 委員より、自治体の現状に留意し、環境モニタリング調査で必要となる項目を確認し

ながら策定作業を進めてほしいとのコメントがあった。事務局より、自治体の現状と

擦り合わせながら進めていくとの回答があった。 

④ 委員より、「力量」については、OJT に関する内容や評価者の力量、マニュアルの整備

を含めて検討してほしいとのコメントがあった。事務局より、OJT や評価者の力量、

マニュアルの整備について加味しながら作成を進めるとの回答があった。 

 

（2）「放射性ストロンチウム分析法」、「放射性炭素分析法」及び「ヨウ素 129 分析法」の

改訂案について 

事務局より、資料 2-3-1～4 に基づき、「放射性ストロンチウム分析法」、「放射性炭素

分析法」及び「ヨウ素 129 分析法」の改訂案について説明があり、審議の結果了承され

た。 

① 委員より、「検出下限値」についても不確かさと同様に議論するのかとの質問があった。

事務局より、今年度は「不確かさの評価例」について改訂作業を行う。「検出下限値」

に関しては基本的に今年度の改訂作業の対象外であるとの回答があった。 

② 委員より、不確かさは項目ごとに 2桁に丸められ、全ての項目を合成した後も 2 桁に

丸められている。その点も含め、有効数字の考え方や注意点についての記載が必要と

のコメントがあった。事務局より、ご指摘のとおり追記するとの回答があった。 

③ 委員より、不確かさを小さくするために評価方法を見直すとの記載があるので検討が

必要とのコメントがあった。事務局より、削除を含め記載について検討するとの回答

があった。 

④ 委員より、不確かさバジェットシートの備考欄に「測定ごとに評価」との記載がある

が、そのほか、試料ごとに評価する不確かさや固定で使える不確かさなどの区別が分

かるように追記してはどうかとのコメントがあった。事務局より、実運用では試料種、

分析方法ごとに対応するバジェットシートが必要である。１種類のバジェットシート

でよいとの誤解を避けるためにも、そのままとしたいとの回答があった。 

⑤ 委員より、不確かさ要因の最大値の 1/10 を不確かさ評価の採用基準とすると、ヨウ素

129 の不確かさバジェットシートからは、計数の不確かさ以外にも採用するべき要因

が複数あるように見える。ヨウ素 129 については、不確かさ評価の採用基準を再検討

した方がよいとのコメントがあった。事務局より、今回はあくまで計算例を記載して

おり、ヨウ素 129 分析法についても他の 2 冊のマニュアルと記載を合わせたい。また、

採用基準の考え方について定められている文書は見当たらないので、実運用時には各

事業者で判断することになるとの回答があった。 

⑥ 委員より、（ストロンチウム分析における灰化のような）前処理工程における不確かさ

評価は含めないのかとの質問があった。事務局より、前処理後の分析試料（例えばス

トロンチウム分析であれば灰の状態の試料）を用いて分析を開始した段階からが本マ

ニュアルの記載範囲と考えており、それ以前の工程の不確かさ評価は別のマニュアル

に記載する考えであるとの回答があった。 

⑦ 委員より、文章が長く、各不確かさ項目の記載が細かすぎるので影響の小さな要因に
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ついては大胆に削ってもよいのではとのコメントがあった。事務局より、各項目の計

算例は教科書的なイメージで細かく記載しており、マニュアル利用者が実際に不確か

さを計算する際に困らないように配慮した。一方で初めて不確かさを評価する利用者

には難解であることも考えられるため、序文にまずは計数の統計による不確かさを評

価するとよいと記載したとの回答があった。 

⑧ 委員より、ストロンチウム分析における Sr 回収率の再現性の不確かさ 1.1%は小さす

ぎるのではとの質問があった。事務局より、実際の分析結果と乖離している印象はな

いが、精査するとの回答があった。 

⑨ 委員より、ストロンチウム分析における標準線源の不確かさ 0.65%は日本アイソトー

プ協会から供給されるものと同程度なのかとの質問があった。事務局より、日本アイ

ソトープ協会から供給された標準線源の値を使用しているとの回答があった。 

⑩ 委員より、終盤に記載のある「不確かさを小さくするためには～」の部分は、文章の

序盤に記載した方がよいとのコメントがあった。事務局より概要の部分にも記載する

方向で検討したいとの回答があった。 

⑪ 委員より、どの程度の不確かさを目指すか、目標値の記載はないのかとの質問があっ

た。事務局より、目標値を記載することで、常にこの程度の不確かさにしなければな

らないと誤解されてしまい、迅速分析等の不確かさが大きくなる条件での分析を妨げ

てしまうことを避けるため、記載しない方針であるとの回答があった。 

⑫ 委員より、ICP-AES 等の略語の説明はあるのかとの質問があった。事務局より、マニュ

アル本文及び用語集に説明があるとの回答があった。 

⑬ 委員より、昨年度の技術検討チーム会合では「3 冊のマニュアル間で不確かさの粒度

が違う」との指摘があり、今年度の改訂につながっていると記憶している。その経緯

が見えないので改訂経緯について説明がほしいとのコメントがあった。事務局より、

3 冊のマニュアル間での粒度は一緒であったが、特に放射性ストロンチウム分析法は

分析工程が長いのでバジェットシートが複雑で細かく見えた。今回は書き方を工夫し、

3 冊のマニュアル間で記載方法を統一することで誤解を解くようにしたとの回答が

あった。 

 

（3）「NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメータ機器分析法」改訂案の検討について 

事務局より、資料 2-4 に基づき、「NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメータ機器分

析法」改訂案の検討について説明があり、審議の結果了承された。 

① 委員より、利用状況の調査結果について、地方自治体からのマニュアルのニーズや記

載内容に関する要望等はあったのかとの質問があった。事務局より、Web アンケート

による現状調査を行ったところ、NaI シンチレーションスぺクトロメータは環境放射

線モニタリングにおける放射能分析には使用されておらず、食品のスクリーニング検

査での使用が多かった。そのため、利用例としてはスクリーニング検査が中心になる

との回答があった。 

② 委員より、現行マニュアルの後半はメーカーのブラックボックスの部分が多く、改訂

案に記載するとメーカー寄りのマニュアルとなってしまうため配慮が必要である。ま

た、厚生労働省のガイドラインの記載内容と重複する箇所があると思われるので、相

違のないように配慮が必要であるとのコメントがあった。事務局より、改訂案の記載

内容に関しては運用管理（測定環境やゲイン調整など）が主となり、測定については

原理原則にとどめる方針であるとの回答があった。 

③ 委員長より、NaI 検出器は食品だけでなく、環境モニターにも利用されているので、

両方について記載する必要があるのではないかとのコメントがあった。事務局より、

マニュアルは NaI 検出器を放射能分析に使用するものと限定されているため、線量測

定は対象外と考えているとの回答があった。 

④ 委員より、現行マニュアルは核種定量を目的としているが、現状は食品のスクリーニ

ング検査に使用されており、基準値を超えた場合に Ge 半導体検出器による測定に切

り替えるといった実例がある。以上を踏まえると、測定法シリーズの中では異色のマ
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ニュアルになると思われ、不確かさについても他のマニュアルと同列で議論はできな

いのではないかとのコメントがあった。事務局より、メーカーの聞き取り調査の際、

メーカーでは正確な数値を出せるような工夫をしているが、スクリーニング現場では

安全側に評価してもなお、基準値を下回っているという結果がほしいとの要望がある。

そのような使用方法に対して不確かさはマッチしていないと考えており、取り扱いに

ついては検討する。他のマニュアルとの位置づけについては原子力規制庁と相談する

予定であるとの回答があった。   

⑤ 委員より、NaI 検出器は Ge 半導体検出器より安価で高感度という理由から、福島では

セシウム特化という形で広く使用されている。スぺクトロメータとして使用されてい

る分野は狭いので、改訂案のタイトルを変更してはどうかとの質問があった。事務局

より、タイトルについては変更せず、現行マニュアルはアーカイブとして参照できる

ようにしたいと考えている。現行マニュアルは 50 年前当時、核種定量を目的に制定さ

れたが、現在は Ge半導体検出器がその役割を果たしている。一方で、NaI 検出器は運

用が簡単であり、性能を理解したうえで使用すれば、スクリーニング検査に使用可能

である。そのため、改訂案では現実的な使われ方であるスクリーニング検査が主とな

ると考えている。記載内容については他のマニュアルとの整合性もあるため、原子力

規制庁と調整のうえ、適切なマニュアルを作成するとの回答があった。 

⑥ 委員長より、NaI 以外の検出器の記載内容について質問があった。事務局より、スク

リーニング検査用の機器として CsI 検出器があるが、原理的には NaI 検出器との大き

な違いはないため、装置の紹介にとどめるとの回答があった。 

 

（4）その他 

事務局より、追加のコメントについては Excel のコメント表に記入し、11/5（火）ま

でに事務局に返信するよう依頼があった。また、委員からのコメントは、12 月 9 日（月）

に開催される第 3回委員会の資料に反映し、特に 3冊のマニュアル（「放射性ストロンチ

ウム分析法」、「放射性炭素分析法」及び「ヨウ素 129 分析法」）の改訂案については最終

案として審議するとの連絡があった。 

 

以上 

  



 

34 

 

令和 6年度 第 3回放射能測定法シリーズ改訂検討委員会議事要旨 

 

1. 日時 令和 6年 12 月 9日（月） 13:25～15:20 

2. 場所 東京国際フォーラム ガラス棟 G510 会議室 

（Microsoft Teams による Web 併用開催） 

3. 出席者(敬称略) 

委員長 中村 尚司 国立大学法人東北大学 

委員 大野  剛 学習院大学 

 桑原 雄宇 茨城県環境放射線監視センター 

 城野 克広 国立研究開発法人産業技術総合研究所 

 神  俊雄 青森県原子力センター 

 永岡 美佳 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

 松原 昌平 公益財団法人原子力安全研究協会 

 

原子力規制庁 

 

河野係長、大城専門官、齊藤専門官、加藤技術参与 

   

事務局 公益財団法人日本分析センター 

川原田、太田智、太田裕、新田済、田中、大槻、鈴木勝、王、佐野、 

佐久間、日比野、今野、深谷、飯田、松本、平澤、金子 

 

4. 議題 

（1）「放射性ストロンチウム分析法」、「放射性炭素分析法」及び「ヨウ素 129 分析法」の

改訂案について 

（2）品質保証に係る放射能測定法シリーズの新規策定案について 

（3）「NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメータ機器分析法」改訂案の検討について 

（4）その他 

 

5. 配付資料 

資料 3-1    令和 6年度第 2回放射能測定法シリーズ改訂検討委員会議事要旨 

資料 3-2-1 「放射性ストロンチウム分析法」、「放射性炭素分析法」及び「ヨウ素 129 分

析法」の改訂案について 

資料 3-2-2 「放射性ストロンチウム分析法」改訂案（解説「不確かさの評価例」を抜

粋） 

資料 3-2-3 「放射性炭素分析法」改訂案（解説「不確かさの評価例」を抜粋） 

資料 3-2-4 「ヨウ素 129 分析法」改訂案（解説「不確かさの評価例」を抜粋） 

資料 3-3-1 品質保証に係る放射能測定法シリーズの新規策定案について 

資料 3-3-2 「環境放射能分析における品質保証」新規策定案 

資料 3-3-3  (補足資料)「ISO/IEC 17025」と「新規策定案」の対照表 

資料 3-4   「NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメータ機器分析法」改訂案の検討につ

いて 

参考資料 1  令和 6年度放射能測定法シリーズ改訂検討委員会 委員名簿 
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6. 議事概要 

（1）「放射性ストロンチウム分析法」、「放射性炭素分析法」及び「ヨウ素 129 分析法」の

改訂案について 

事務局より、資料 3-2-1～4 に基づき、「放射性ストロンチウム分析法」、「放射性炭素

分析法」及び「ヨウ素 129 分析法」の改訂案について説明があり、審議の結果了承され

た。 

① 委員より、放射性ストロンチウム分析法の不確かさバジェットシート内の減衰補正に

関して、試料については「必ずしも評価する必要はない」との記載があるが、標準線

源については記載がない。本文中も同様であるが、放射性炭素分析法と記載位置が異

なるので（放射性炭素分析法は計算例に記載）、統一するとよい。また、十分に小さい

からというような補足の記載が必要ではないかとのコメントがあった。事務局より、

放射性ストロンチウム分析法と放射性炭素分析法について、追記や記載の統一を行う

との回答があった。 

② 委員より、放射性ストロンチウム分析法の検量線の不確かさ評価について、不確かさ

バジェットシートに「測定ごとに評価」と記載するようコメントがあった。別の委員

からは、毎回の評価は行っていないとのコメントがあった。事務局より、検量線の不

確かさの算出方法は特に複雑であり、測定ごとに評価する項目はできるだけ減らした

い意図がある。不確かさバジェットシート内の「測定ごとに評価」の記載は削除する

が、本文中にはその旨を記載するとの回答があった。 

③ 委員より、放射性ストロンチウム分析法の C.13 式とヨウ素 129 分析法の A.33 式につ

いて、分母に試薬純度の項が必要ではないかとのコメントがあった。別の委員からも、

C.13 式と A.33 式は実際の試薬純度を用いることが前提なので、補正項は必要である

とのコメントがあった。事務局より、計算式を修正するとの回答があった。 

④ 委員より、資料 3-2-1 のコメント No.10 に関して、放射性ストロンチウムの回収率の

不確かさについては、回収率補正では補正しきれないばらつきも考慮したほうがよい

のではないか（反復のばらつきが考慮されていない結果、不確かさが過少な見積もり

となっているのではないか）とのコメントがあった。事務局より、安定ストロンチウ

ムの添加や測定時に生じる不確かさは見積もられている。また、試料ごとに安定スト

ロンチウム量を測定した上で回収率を算出し、補正をかけているため、再現性による

不確かさは生じないと考えられることから、回収率のばらつきについては考慮する必

要がないのではないかとの回答があった。 

⑤ 委員より、放射性ストロンチウム分析法の C.1 不確かさの評価手順(3)において、測

定結果の報告の際には不確かさの明記が必須であると読み取れる箇所がある。実運用

上、報告時に不確かさを記載しない場合もあるので、報告様式によっては不確かさの

記載が必須ではないと読み取れる表現とするようコメントがあった。事務局より、ご

指摘いただいた内容をもとに記載を修正するとの回答があった。 

⑥ 委員より、放射性ストロンチウム分析法では「計数の統計」、ヨウ素 129 分析法では

「計数率の統計」というように表記が混在しているので統一するようコメントがあっ

た。事務局より、先行して改訂されたトリチウム分析法（表記は「計数の統計」）に合

わせて修正するとの回答があった。 

 

（2）品質保証に係る放射能測定法シリーズの新規策定案について 

事務局より、資料 3-3-1～3 に基づき、品質保証に係る新規策提案について説明があり、

審議の結果了承された。 

① 委員より、外部精度管理に関して、ISO/IEC 17043 認定を取得している機関が提供す

る技能試験への参加が望ましいとの記載あるが、国内で放射能分野の認定を取得して

いる機関があるのか質問があった。事務局より、国内では日本分析センターが認定を

取得しているとの回答があった。 

② 委員より、自治体・事業者等への現状調査や記載内容の確認のスケジュールについて

質問があった。事務局より、第 4回委員会にて委員の意見を募集し、原案を修正後、
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来年度に放調協も含めた自治体等への意見を求めることを考えている。具体的には内

部で検討するとの回答があった。 

③ 委員より、機器と設備の区別について質問があった。事務局より、例示として機器は

ピペットのようなもの、設備は部屋のようなものとしているが、現状は「機器・設備

等」の一つの単語とする予定である。掘り下げて区別が必要であれば、検討するとの

回答があった。 

④ 委員より、内部精度管理において機器の健全性確認として「確認校正」の項目がある

ようであれば、JISZ4511:2018（X線及びγ線用線量（率）測定器の校正方法）では「確

認校正」が「実用測定器の機能確認」に変更されているので注意するようコメントが

あった。事務局より、記載する際は留意するとの回答があった。 

⑤ 委員より、品質保証マニュアルには、具体例や実用例の記載があると自治体が利用し

やすくなる。全ての例を示すのは困難でバランスは難しいと思われるが、配慮してほ

しいとのコメントがあった。事務局より、記載可能な範囲で具体例を示したり、文章

を補足するなどユーザーにとって使いやすいものを検討するとの回答があった。 

⑥ 委員より、品質保証マニュアルの策定により、今後改訂される測定法シリーズの構成

が従来と比較してどう変わるのかイメージを示してほしいとのコメントがあった。事

務局より、品質保証マニュアルには、各測定法シリーズに共通の概要説明を記載する。

今後改訂される測定法シリーズには、概要説明を除く特筆すべき詳細事項を記載する

ので、例を示して説明を行いたい。また、委託研修等を通して理解を深めていきたい

との回答があった。 

⑦ 委員より、品質保証マニュアルは、ISO/IEC17025 に沿った内容とするのもいいが、既

に認定を取得している日本分析センターの品質マニュアルを展開するのも手ではない

かと助言があった。事務局より、ISO/IEC17025 を指標にしつつも、日本分析センター

の品質マニュアルを参考にしている。日本分析センターの品質マニュアルの要求は厳

しすぎるため、自治体等の使用を考慮した内容にするとの回答があった。 

 

（3）「NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメータ機器分析法」改訂案の検討について 

事務局より、資料 2-4 に基づき、「NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメータ機器分

析法」改訂案の検討について説明があり、審議の結果了承された。 

① 委員より、目次案に測定試料の調製とあるが、測定法シリーズ No.7 等にも同様の記載

がある。そのため改訂案には NaI(Tl）に特化したものを記載するか、または他の測定

法シリーズを参照するようにするか、現状ではどのようにする方針かとの質問があっ

た。事務局より、全体のまとまりを見て検討したいとの回答があった。 

 

（4）その他 

事務局より、3冊のマニュアル（「放射性ストロンチウム分析法」、「放射性炭素分析法」

及び「ヨウ素 129 分析法」）の改訂案に関する追加のコメントについては、事前に送付し

た Excel のコメント表に記入し、12/13（金）までに事務局に返信するよう依頼があった。

また、委員からのコメントは、1月 28 日（火）に開催される原子力規制委員会の技術検

討チーム会合の資料に反映する。第 4回委員会（2月下旬開催予定）では、出来上がった

3 冊のマニュアルの最終原案を説明するとの連絡があった。 

 

以上 
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令和 6年度 第 4回放射能測定法シリーズ改訂検討委員会議事要旨 

 

1. 日時 令和 7年 2月 27 日（木） 13:30～15:00 

2. 場所 東京国際フォーラム ガラス棟 G510 会議室 

（Microsoft Teams による Web 併用開催） 

3. 出席者(敬称略) 

委員長 中村 尚司 国立大学法人東北大学 

委員 大野  剛 学習院大学（Web 参加） 

 桑原 雄宇 茨城県環境放射線監視センター 

 城野 克広 国立研究開発法人産業技術総合研究所（Web 参加） 

 神  俊雄 青森県原子力センター 

 永岡 美佳 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

 松原 昌平 公益財団法人原子力安全研究協会 

 

原子力規制庁 

 

河野係長、大城専門官、加藤技術参与 

   

事務局 公益財団法人日本分析センター 

川原田、太田智、太田裕、新田済、伴場、大槻、鈴木勝、王、佐野、 

深谷、沈、飯田、金子 

 

4. 議題 

（1）「放射性ストロンチウム分析法」の改訂案について 

（2）「放射性炭素分析法」の改訂案について 

（3）「ヨウ素 129 分析法」の改訂案について 

（4）今後の業務の進め方について 

（5）その他 

 

5. 配付資料 

資料 4-1    令和 6年度第 3回放射能測定法シリーズ改訂検討委員会議事要旨 

資料 4-2-1 「放射性ストロンチウム分析法」、「放射性炭素分析法」及び「ヨウ素 129 分

析法」の改訂案について 

資料 4-2-2 「放射性ストロンチウム分析法」改訂案 

資料 4-2-3 「放射性炭素分析法」改訂案 

資料 4-2-4 「ヨウ素 129 分析法」改訂案 

資料 4-3    今後の業務の進め方について 

参考資料 1  令和 6年度放射能測定法シリーズ改訂検討委員会 委員名簿 

 

  



 

38 

 

6. 議事概要 

（1）「放射性ストロンチウム分析法」の改訂案について 

事務局より、資料 4-2-1 及び 4-2-2 に基づき、「放射性ストロンチウム分析法」の改訂

案について説明があり、審議の結果了承された。 

① 委員より、資料 4-2-2 p171 のタイトル「解説 C 不確かさの評価例」は「解説 C 不

確かさの評価」の方が適正ではないかとのコメントがあった。事務局より、原子力規

制庁と相談の上で「例」を削除するか否かを検討するとの回答があった。 

② 委員より、資料 4-2-2 p.171「また、測定結果が基準への適合性評価に不確かさを考

慮することが求められる場合もある。」との記載について、いきなり基準の話が出てき

て何の基準か分からず、前文とのつながりも分かりにくいとのコメントがあった。事

務局より、原子力規制庁と相談の上で書きぶりを検討するとの回答があった。 

③ 委員より、資料 4-2-2 p.174「一般的な分析機関が所有する装置・器具を用いる分析

方法」の一文について、この一文は不要ではないかとのコメントがあった。事務局よ

り、書きぶりを検討するとの回答があった。 

④ 委員より、資料 4-2-2 p.177 の「不確かさバジェットシート（例）」の注釈について、

「計数の統計による不確かさと合成するとよい」で注釈が終了しており、その後の検

討に関する記載がないとのコメントがあった。事務局より、解説の末尾文に合わせ、

「この不確かさの要因を考慮すべきかどうかを判断するとよい。」を追記するとの回

答があった。 

また、委員より、「寄与の大きい主要な不確かさの要因を・・」との記載について、

「主要」が不要ではないかとのコメントがあった。事務局より、「主要な」を削除す

るとの回答があった。 

さらに、委員より、バジェットシート中の各相対標準不確かさを全て合成すると、バ

ジェットシート中の相対合成標準不確かさと一致しないので、欄外にも表示上丸めて

いる旨を追記した方がよいとのコメントがあった。事務局より、注釈の追記を検討す

るとの回答があった。 

⑤ 委員より、冒頭文の「日本としてもその方向に舵を切る必要が生じてきている。」につ

いて、不確かさの考え方自体は前からあったものであり、この一文には違和感がある。

「日本として」ではなく「環境放射能モニタリングとして」などとしてはどうかとの

コメントがあった。事務局より、原子力規制庁と相談の上で検討するとの回答があっ

た。 

⑥ 委員より、資料 4-2-2 p.175 の「その不確かさがどのような値であるのか～～必ず明

記する」との記載について、「必ず」ではなく、「明記すべき」等少し柔らかい表現に

した方がよいのではないかとのコメントがあった。事務局より、「必ず」を削除すると

の回答があった。 

⑦ 委員より、冒頭文の「GUM は、評価手順において「真値」や「測定誤差」といった原理

的に知り得ない量は持ち込まない、という立場を採用した。」との記載について、「計

算手順」という意味であれば知り得ない量は持ち込まないので誤りではないが、一方

で「概念」という意味であるかもしれないので、どういう意図で文章を記載したのか

再度検討した方がよいとのコメントがあった。事務局より、原子力規制庁と相談の上

で書きぶりを検討するとの回答があった。 

 

（2）「放射性炭素分析法」の改訂案について 

事務局より、資料 4-2-1 及び資料 4-2-3 に基づき、「放射性炭素分析法」の改訂案につ

いて説明があり、審議の結果了承された。 

① 委員より、所々「～～年現在」という表記があるが、「～～年時点」の方が適正ではな

いかとのコメントがあった。事務局より、「時点」に修文するとの回答があった。 

② 委員より、Srと共通部分は同様に修正するようコメントがあった。事務局より、Sr 同

様に修正するとの回答があった。 
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（3）「ヨウ素 129 分析法」の改訂案について 

事務局より、資料 4-2-1 及び資料 4-2-4 に基づき、「ヨウ素 129 分析法」の改訂案につ

いて説明があり、審議の結果了承された。 

① 委員より、資料 4-2-4 p.78 の「不確かさバジェットシート（例）」の注釈に関して、

「計数の統計による不確かさ」とあるが、ヨウ素は「標準溶液に係る不確かさ」と「計

数の統計による不確かさ」の寄与が大きいので、「標準溶液に係る不確かさ」も追記し

た方がよいとのコメントがあった。事務局より、当該箇所を確認するとの回答があっ

た。 

② 事務局より、「放射性ストロンチウム分析法」の改訂案の審議時にコメントのあった

「一般的な分析機関が所有する装置・器具を用いる分析方法」の一文について、解説

では放射化学分析法の不確かさの計算例を記載しているが、測定法としては ICP-MS 分

析や AMS 分析も記載しており、誤認されないよう残した方がよいと考えている。3 冊

で整合を取るように検討していきたいとのコメントがあった。委員より、「一般的な分

析機関」がどこを意図しているかにもよるが、表現の見直し等を含めて検討して欲し

いとのコメントがあった。 

③ 委員より、資料 4-2-4 p.78 の「不確かさバジェットシート（例）」について、回収率

(Y)の不確かさが各要因の不確かさを合成した値に比べ低いのではないかとのコメン

トがあった。事務局より、間違いがないことを確認するとの回答があった。 

④ 委員より、資料 4-2-4 p.76 の「測定結果を含むと期待できる区間を表すことが必要な

場合には」との記載について、分かりにくいとのコメントがあった。また、別の委員

より、拡張不確かさの定義から「測定結果の大部分を含む」の「大部分」が抜けてい

るのではないかとのコメントがあった。事務局より、定義を確認し、適切な表現に修

文するとの回答があった。 

⑤ 委員より、３冊間で行間が揃っていないので揃えた方が良いとのコメントがあった。

事務局より、３冊間で行間を揃えるとの回答があった。 

 

（4）今後の業務の進め方について 

事務局より、資料 4-3 に基づき、今後の業務の進め方について説明があり、審議の結

果了承された。 

① 委員より、「NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメータ機器分析法」の改訂に関して、

利用状況に係る現地調査を受けて、今後どのような内容を記載する予定なのか質問が

あった。事務局より、基本的には原理原則に基づく内容を記載していくが、現在使用

していない解析手法は削除する。一方、厚生労働省のマニュアルとの関係性もあるの

で、原子力規制庁と相談しつつ、バランスを取りながら進めたいとの回答があった。 

委員より、現在販売されていない機器もあるので、改訂した測定法シリーズを読んだ

人が記載の目的用途で機器を購入しようとしたときに購入できなかった、ということ

が生じないよう、追加で調査などして留意いただきたいとのコメントがあった。事務

局より、承知したとの回答があった。 

② 委員より、「緊急時における放射性ストロンチウム分析法」の新規策定に関して、従来

ずっと保留になっていた気がするが、来年度以降いよいよ議論していくという理解で

よいかとの質問があった。事務局より、IAEA のドラフトが出始めていることから、来

年度より本格的に議論される予定との回答があった。 

③ 委員より、「NaI(Tl)シンチレーションスペクトロメータ機器分析法」の改訂に関して、

モニタリングポストの扱いはどうするのか質問があった。事務局より、今回改訂の測

定法シリーズは据置型の放射能定量の機器が対象であり、空間放射線測定の内容は別

の測定法シリーズがあるため今回は含めていないとの回答があった。 
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（5）その他 

事務局から委員の皆さまへ、１年間ご審議・ご協力いただいたことに関する謝辞が

あった。 

 

以上 


